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次に掲げる規則を公布する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

世田谷区規則第１号

職員の退職手当に関する条例施行規則の

一部を改正する規則

世田谷区規則第２号

世田谷区立区民センター条例の一部を改

正する条例の施行期日を定める規則

世田谷区規則第３号

世田谷区立区民農園条例施行規則の一部

を改正する規則

世田谷区規則第４号

世田谷区国民健康保険事業の運営に関す

る協議会規則の一部を改正する規則

世田谷区規則第５号

世田谷区子どもの医療費の助成に関する

条例施行規則の一部を改正する規則の一

部を改正する規則

職員の退職手当に関する条例施行規

則の一部を改正する規則

職員の退職手当に関する条例施行規則

（昭和31年12月世田谷区規則第15号）の一

部を次のように改正する。

第２条を次のように改める。

第２条 削除

第３条の２中「第３条第２項」を「第３

条第４項」に改める。

第５条第１項第２号中「職員の定年等に

関する条例（昭和59年３月世田谷区条例第

１号）第３条に規定する定年（以下「定年」

という。）が年齢65年の職員にあっては60

歳」を「職員の給与に関する条例（昭和26

年10月世田谷区条例第11号。以下「給与条

例」という。）第５条第１項第２号に規定

する医療職給料表（一）の適用を受ける職

員（次号において「医（一）適用職員」と

いう。）にあっては、60歳」に改め、同項

第３号中「定年が年齢65年の職員にあって

は60歳」を「医（一）適用職員にあっては、

60歳」に改める。

第６条の２第４項中「職員の給与に関す

る条例（昭和26年10月世田谷区条例第11号）」

を「給与条例」に改め、同条第５項中「付

則第５項を除き、以下」を「以下この項に

おいて」に改める。

第６条の３を削り、第６条の４を第６条
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の３とし、第６条の５を第６条の４とし、

第６条の６を第６条の５とし、同条の次に

次の２条を加える。

（条例第10条の２の規則で定める職員等）

第６条の６ 条例第10条の２の規則で定め

る職員は、地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の５第３項に規定する

特定管理監督職群に属する他の管理監督

職（以下「他の管理監督職」という。）

に降任した職員とする。

２ 条例第10条の２の規則で定める日は、

他の管理監督職に降任した日の前日とす

る。

（条例第11条第４項の規則で定める要件）

第６条の７ 条例第11条第４項の規則で定

める要件は、次の各号のいずれにも該当

することとする。

自己啓発等休業の期間中の大学等課

程の履修又は国際貢献活動の内容が、

その成果によって当該自己啓発等休業

の期間の終了後においても公務の能率

的な運営に特に資することが見込まれ

るものとして当該自己啓発等休業の期

間の初日の前日（自己啓発等休業の期

間が延長された場合にあっては、延長

された自己啓発等休業の期間の初日の

前日）までに、任命権者が区長の承認

を受けたこと（第７条の２第１号に規

定する都職員等としての引き続いた在

職期間中に自己啓発等休業の期間があ

る職員にあっては、これに相当する取

扱いを受けたこと。）。

自己啓発等休業の期間中の行為を原

因として地方公務員法第29条の規定に

よる懲戒処分又はこれに準ずる処分を

受けていないこと。

自己啓発等休業の期間の末日の翌日

から起算した職員としての在職期間

（条例第７条の４第２項第２号及び第

３号に掲げる期間を含む。）が５年に

達するまでの期間中に退職したもので

はないこと。ただし、次のいずれかに

該当する場合は、この限りでない。

ア 通勤による傷病若しくは死亡又は

条例第７条第１項に規定する公務上

の傷病若しくは死亡（他の条例の規

定により公務とみなされる業務に係

る業務上の傷病又は死亡を含む。）

により退職した場合

イ 職員の定年等に関する条例（昭和

59年３月世田谷区条例第１号）第３

条に規定する定年（以下「定年」と

いう。）に達したことにより退職し

た場合（同条例第４条の規定により

引き続き勤務した後退職した場合を

含む。）

ウ その者が退職した日又はその翌日

に任期の定めのある職員として採用

された場合

エ 条例第３条第１項ただし書若しく

は第14条ただし書又は公益的法人等

への一般職の地方公務員の派遣等に

関する法律（平成12年法律第50号）

第10条の規定に該当して退職した場

合

正当な理由なく、その者が在学して

いる課程を休学し、若しくはその授業

を頻繁に欠席していること又はその者

が参加している奉仕活動の全部若しく

は一部を行っていないことにより自己

啓発等休業の承認を取り消されていな

いこと。

２ 前項第３号の在職期間の計算は、条例

第11条の規定による勤続期間の計算の例

による。

第７条の２を次のように改める。

（条例第11条第５項の規則で定める者）

第７条の２ 条例第11条第５項の規則で定

める者は、次のとおりとする。

条例第11条第６項に規定する都職員

等（以下「都職員等」という。）のう

ち、任期の定めのないものから引き続

いて任期の定めのある職員となった者

地方公務員法第22条の２第１項第２

号に掲げる職員のうち、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第204条第２項

に規定する条例の定めにより同項に規

定する退職手当を受けることとなる者

及び国家公務員退職手当法（昭和28年

法律第182号）第２条第２項の規定に

より同条第１項に規定する職員とみな

される者から引き続いて職員となった

者

第11条の見出し中「に規定する」を「の

規則で定める」に改め、同条第１項中「に

規定する」を「の」に改め、同条第２項を

次のように改める。

２ 条例第13条第１項の規定による申出は、

受給期間延長等申請書（第５号様式）に

医師の証明書その他の前項各号に掲げる

理由に該当することの事実を証明するこ

とができる書類及び受給資格証を添えて

任命権者にこれを提出し、区長の認定を

受けることによって行うものとする。た

だし、受給資格証を添えて提出すること

ができないことについて正当な理由があ

るときは、これを添えないことができる。

第11条に次の７項を加える。

３ 前項の申出は、当該申出に係る者が条

例第13条第１項に規定する理由に該当す

るに至った日の翌日から、基本手当に相

当する退職手当の支給を受ける資格に係

る退職の日の翌日から起算して４年を経

過する日までの間（同項の規定により加

算された期間が４年に満たない場合は、

当該期間の最後の日までの間）にしなけ

ればならない。ただし、天災その他申出

をしなかったことについてやむを得ない

理由があるときは、この限りでない。

４ 前項ただし書の場合における第２項の

申出は、当該理由に該当しなくなった日

の翌日から起算して７日以内にしなけれ

ばならない。

５ 第３項ただし書の場合における第２項

の申出は、受給期間延長等申請書に天災

その他の申出をしなかったことについて

やむを得ない理由を証明することができ

る書類を添えてしなければならない。

６ 区長は、第２項の申出をした者が条例

第13条第１項に規定する理由に該当する

と認定したときは、区長が任命権者であ

る場合を除き、認定書を任命権者に交付

し、当該任命権者は、第２項の申出をし

た者に受給期間延長等通知書（第６号様

式）を交付しなければならない。この場

合（同項ただし書の規定により受給資格

証を添えないで同項の申出を受けたとき

を除く。）において、当該任命権者は、

受給資格証に必要な事項を記載した上、

同項の申出をした者にこれを返付すると

ともに、失業者退職手当受給資格台帳に

必要な事項を記載しなければならない。

７ 前項の規定により受給期間延長等通知

書の交付を受けた者は、次の各号のいず

れかに該当する場合には、速やかに、そ

の旨を任命権者に届け出るとともに、当

該各号に定める書類を提出しなければな

らない。この場合において、当該任命権

者は、区長に変更届（第７号様式）を提

出して認定を受けるとともに、提出を受

けた書類に必要な事項を記載した上、受

給資格者にこれを返付しなければならな

い。

その者が提出した受給期間延長等申

請書の記載内容に重大な変更があった

場合 交付を受けた受給期間延長等通

知書

条例第13条第１項に規定する理由に

該当しなくなった場合 交付を受けた

受給期間延長等通知書及び受給資格証

８ 第２項の申出は、代理人に行わせるこ

とができる。この場合において、代理人

は、その資格を証明する書類に同項に規

定する書類を添えて任命権者に提出し、

区長の認定を受けなければならない。

９ 前項の規定は第３項ただし書の場合に

おける第２項の申出及び第７項の場合に、

第２項ただし書の規定は第７項の場合に

ついて準用する。

第11条の次に次の３条を加える。

（条例第13条第４項の規則で定める事業）

第11条の２ 条例第13条第４項の規則で定

める事業は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。

その事業を開始した日又はその事業

に専念し始めた日から起算して30日を

経過する日が、条例第13条第１項に規

定する雇用保険法第20条第１項を適用

した場合における同項各号に掲げる受

給資格者の区分に応じ、当該各号に定

める期間の末日後であるもの

その事業についで当該事業を実施す

る受給資格者が雇用保険法施行規則

（昭和50年労働省令第３号）第82条の

５第１項に規定する就業手当に相当す

る退職手当又は同令第82条の７第１項

に規定する再就職手当に相当する退職

手当の支給を受けたもの

その事業により当該事業を実施する

受給資格者が自立することができない

と区長が認めたもの

（条例第13条第４項の規則で定める職員）

第11条の３ 条例第13条第４項の規則で定

める職員は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。

条例第13条第１項に規定する退職の

日以前に同条第４項に規定する事業を

開始し、当該退職の日後に当該事業に

令和５年２月20日 （第743号）
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専念する職員

前号に掲げるもののほか、事業を開

始した職員に準ずるものとして区長が

認めた職員

（支給の期間の特例の申出）

第11条の４ 条例第13条第４項の規定によ

る申出は、受給期間延長等申請書に登記

事項証明書その他同条第１項に規定する

退職の日後に同条第４項に規定する事業

を開始した職員又は前条に規定する職員

に該当することの事実を証明することが

できる書類及び受給資格証を添えて任命

権者にこれを提出し、区長の認定を受け

ることによって行うものとする。

２ 前項の申出（以下この条において「特

例申出」という。）は、当該特例申出に

係る者が条例第13条第４項に規定する事

業を開始した日又は当該事業に専念し始

めた日の翌日から起算して２箇月以内に

しなければならない。ただし、天災その

他申出をしなかったことについてやむを

得ない理由があるときは、この限りでな

い。

３ 区長は、特例申出をした者が条例第13

条第１項に規定する退職の日後に同条第

４項に規定する事業を開始した職員又は

前条に規定する職員に該当すると認定し

たときは、区長が任命権者である場合を

除き、認定書を任命権者に交付し、当該

任命権者は、特例申出をした者に受給期

間延長等通知書を交付しなければならな

い。この場合（第５項において準用する

第11条第２項ただし書の規定により受給

資格証を添えないで特例申出を受けたと

きを除く。）において、当該任命権者は、

受給資格証に必要な事項を記載した上、

特例申出をした者にこれを返付するとと

もに、失業者退職手当受給資格台帳に必

要な事項を記載しなければならない。

４ 前項の規定により受給期間延長等通知

書の交付を受けた者は、次の各号のいず

れかに該当する場合には、速やかに、そ

の旨を任命権者に届け出るとともに、当

該各号に定める書類を提出しなければな

らない。この場合において、当該任命権

者は、区長に変更届を提出して認定を受

けるとともに、提出を受けた書類に必要

な事項を記載した上、受給資格者にこれ

を返付しなければならない。

その者が提出した受給期間延長等申

請書の記載内容に重大な変更があった

場合 交付を受けた受給期間延長等通

知書

条例第13条第４項に規定する事業を

廃止し、又は休止した場合 交付を受

けた受給期間延長等通知書及び受給資

格証

５ 第11条第８項の規定は特例申出及び前

項の場合並びに第２項ただし書の場合に

おける特例申出に、同条第２項ただし書

の規定は特例申出及び前項の場合に、同

条第４項及び第５項の規定は第２項ただ

し書の場合における特例申出について準

用する。

第14条の２の見出し及び同条第１項各号

列記以外の部分中「に規定する」を「の」

に改め、同項第１号中「第２条」を「第２

条第１項」に改め、同条第２項中「に規定

する」を「の」に改める。

第15条第１項中「第13条第７項第２号又

は第３号」を「第13条第７項第３号又は第

４号」に改める。

第16条第１項を次のように改める。

受給資格者は、公共職業訓練等を受講

する場合、公共職業訓練等受講届（第10

号様式）、通所届（第11号様式）及び受

給資格証を任命権者に提出しなければな

らない。

第16条中第３項を第６項とし、同条第２

項中「を任命権者」を「を添えて、これを

任命権者」に、「前項」を「前項の規定」

に改め、同項を同条第５項とし、同条第１

項の次に次の３項を加える。

２ 任命権者は、前項の規定による提出が

あったときは、公共職業訓練等受講届を

区長に送付するものとする。

３ 区長は、前項の規定による送付を受け

たときは、公共職業訓練指示票（第12号

様式）を申請者及び任命権者に交付する

ものとする。

４ 任命権者は、前項の規定による交付を

受けたときは、受給資格証に必要事項を

記載し、受給資格者にこれを返付しなけ

ればならない。

第21条の次に次の１条を加える。

（条例第14条の規則で定める者等）

第21条の２ 条例第14条本文の規則で定め

る者は、条例第２条第１項第３号に掲げ

る職員とする。

２ 条例第14条ただし書の規則で定めると

きは、任期の定めのない職員が引き続い

て任期の定めのある都職員等となったと

きとする。ただし、当該都職員等となっ

た者が引き続いて任期の定めのない職員

となる見込みがあるときは、この限りで

ない。

付則中第３項を削り、第４項を第３項と

し、第５項を第４項とし、付則第６項中

「第６条の４各号」を「第６条の３各号」

に改め、同項を付則第５項とし、付則第７

項中「第６条の５」を「第６条の４」に改

め、同項を付則第６項とし、付則第８項中

「（昭和50年労働省令第３号）附則第１条の

４に」を「附則第１条の４に」に改め、同

項を付則第７項とし、付則に次の１項を加

える。

８ 条例付則第13条第８項の規定により読

み替えて適用される条例第９条第１項の

給料の調整額の額に相当する規則で定め

る額（以下「相当額」という。）とは、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める額とする。

職員の給料の調整額に関する規則の

適用を受けた者の特定日（その者が60

歳に達した日後における最初の４月１

日をいう。以下この項において同じ。）

の前日以前の相当額 特定日の前日ま

での期間において給料の調整額を受け

ていた時の同規則第２条第２項の区分

に相当する退職の日における区分に対

応する特定日の前日にその者が受けて

いると仮定した場合の給料の調整額の

金額

職員の給料の調整額に関する規則の

適用を受けた者の特定日以後の相当額

特定日以後の期間において給料の調

整額を受けていた時の同規則第２条第

２項の区分に相当する退職の日におけ

る区分に対応する退職の日における給

料の調整額の金額（同規則附則第２項

の規定の適用を受ける場合は、同項の

規定により計算して得た額）

学校職員の給料の調整額に関する規

則の適用を受けた者の特定日の前日以

前の相当額 特定日の前日までの期間

において給料の調整額を受けていた時

の職務の級の区分に相当する退職時に

おける職務の級の区分に対応する特定

日の前日にその者が受けていると仮定

した場合の同規則第３条に定める額

学校職員の給料の調整額に関する規

則の適用を受けた者の特定日以後の相

当額 特定日以後の期間において給料

の調整額を受けていた時の職務の級の

区分に相当する退職時における職務の

級の区分に対応する退職の日における

同規則第３条に定める額（同規則付則

第５項の規定の適用を受ける場合は、

同項の規定により計算して得た額）

第５号様式及び第６号様式を次のように

改める。

様式省略

第７号様式中「第11条関係」を「第11条、

「
第11条の４関係」に改め、 印 を削り、

」

「受給期間延長申請書」を「受給期間延長

「 「
等申請書」に、 任命権者 印 を

」

任命権者名 印 に改める。
」

第10号様式を次のように改める。

様式省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施

行する。ただし、第２条及び第３条の２

の改正規定、第６条の２の改正規定（同

条第５項に係る部分に限る。）、第７条の

２及び第11条の改正規定、同条の次に３

条を加える改正規定、第14条の２、第15

条及び第16条の改正規定、第21条の次に

１条を加える改正規定、付則の改正規定

（付則第６項中「第６条の４各号」を

「第６条の３各号」に改める部分、付則

第７項中「第６条の５」を「第６条の４」

に改める部分及び付則に１項を加える部

分を除く。）、第５号様式、第６号様式、

第７号様式及び第10号様式の改正規定並

びに次項から附則第４項までの規定は、

公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則による改正後の職員の退職手

当に関する条例施行規則（以下「改正後

の規則」という。）第７条の２第１号の

規定は、前項ただし書に規定する日以後

に同号の任期の定めのある職員となった

者について適用する。

３ 改正後の規則第11条の２から第11条の
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４までの規定（同条第５項において準用

する第11条第２項ただし書、第４項、第

５項及び第８項の規定を含む。）は、令

和４年７月１日以後に職員の退職手当に

関する条例（昭和31年12月世田谷区条例

第44号）第13条第４項の事業を開始した

職員その他これに準ずるものとして同項

の規則で定める職員に該当するに至った

者について適用する。

（職員の退職手当に関する条例施行規則の

一部を改正する規則の一部改正）

４ 職員の退職手当に関する条例施行規則

の一部を改正する規則（令和２年７月世

田谷区規則第90号）の一部を次のように

改める。

附則第２項中「第11条第２項第２号」

を「第11条第３項」に改める。

世田谷区立区民センター条例の一部

を改正する条例の施行期日を定める

規則

世田谷区立区民センター条例の一部を改

正する条例（令和４年12月世田谷区条例第

56号）の施行期日は、令和５年４月１日と

する。ただし、同条例附則第２項及び第３

項の規定の施行期日は、同年２月１日とす

る。

世田谷区立区民農園条例施行規則の

一部を改正する規則

世田谷区立区民農園条例施行規則（平成

６年１月世田谷区規則第６号）の一部を次

のように改正する。

別表第１世田谷区立宇奈根二丁目ファミ

リー農園の項を削る。

附 則

この規則は、令和５年２月１日から施行

する。

世田谷区国民健康保険事業の運営に

関する協議会規則の一部を改正する

規則

世田谷区国民健康保険事業の運営に関す

る協議会規則（昭和34年11月世田谷区規則

第11号）の一部を次のように改正する。

第１条中「に基き世田谷区国民健康保険

事業の運営に関する協議会」を「の規定に

基づき、世田谷区国民健康保険事業の運営

に関する協議会」に改める。

第３条第２項中「理由を具して」を「そ

の理由を付して」に改める。

第４条第３項中「事故」の次に「が」を

加える。

第６条の見出しを「会議の議事」に改め、

同条中第１項を削り、第２項を第１項とし、

同条第３項中「協議会」を「会議」に、

「議長」を「会長」に改め、同項を同条第

２項とする。

第８条第１項中「議長は会議録」を「会

長は、会議録」に改め、同条第２項中「議

長」を「会長」に改める。

本則に次の１条を加える。

（委任）

第９条 この規則の施行に関し必要な事項

は、区長が別に定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

世田谷区子どもの医療費の助成に関

する条例施行規則の一部を改正する

規則の一部を改正する規則

世田谷区子どもの医療費の助成に関する

条例施行規則の一部を改正する規則（令和

４年10月世田谷区規則第99号）の一部を次

のように改正する。

第14条第１項の改正規定を次のように改

める。

第14条第１項中「子ども医療費助成制

度受給資格消滅通知書」を「子ども等医

療費助成制度受給資格消滅通知書」に改

め、同項ただし書中「とき」の次に「又

は対象者の保護する子ども等が18歳に達

する日以後の最初の３月31日を経過した

とき」を加える。

第16条の次に１条を加える改正規定中

「第11条、第12条第２項」の次に「、第14

条第１項」を加え、「第11条中「子ども等」

とあるのは「対象者」と、第12条第２項中

「子ども等」とあるのは「対象者」を「第

11条及び第12条第２項中「子ども等」とあ

るのは「対象者」と、第14条第１項中「対

象者の保護する子ども等」とあるのは「対

象者」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

◎世田谷区告示第１号

車両制限令（昭和36年政令第265号）第

５条第１項の規定に基づき、自動車の交通

量が極めて少ないと認める特別区道を次の

とおり指定するので、車両の通行の許可の

手続等を定める省令（昭和36年建設省令第

28号）第５条第１項の規定により告示する。

この関係図面は、令和５年１月４日から

２週間世田谷区土木部土木計画調整課にお

いて一般の縦覧に供する。

令和５年１月４日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 路線名

特別区道

２ 指定区間

世田谷区松原四丁目32番先から世

田谷区松原四丁目11番先まで

３ 指定年月日

令和５年１月４日

◎世田谷区告示第２号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の20第１項の規定により指定特

定相談支援事業者を指定したので、同法第

51条の30第２項の規定により告示する。

令和５年１月４日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業者の名称 特定非営利

活動法人Ｏ

ｈａｎａ

ｋｉｄｓ

２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区若林三

丁目23番５

号ＦＬＡＴ

松陰103

３ 事業所の名称 Ｏｈａｎａ

ｋｉｄｓ

相談支援

４ 事業所の所在地 東京都世田

谷区若林四

丁目19番４

号205

５ 事業所番号 1331204923

６ 事業の種類 特定相談支

援事業

７ 事業の主たる対象者 特定なし

８ 指定の年月日 令和５年１

月１日

◎世田谷区告示第３号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

24条の28第１項の規定により指定障害児相

談支援事業者を指定したので、同法第24条

の37の規定により告示する。

令和５年１月４日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業者の名称 特定非営利

活動法人Ｏ

ｈａｎａ

ｋｉｄｓ

２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区若林三

丁目23番５

号ＦＬＡＴ

松陰103

３ 事業所の名称 Ｏｈａｎａ

ｋｉｄｓ

相談支援

４ 事業所の所在地 東京都世田

谷区若林四

丁目19番４

号205

５ 事業所番号 1371201045

６ 事業の種類 障害児相談

支援事業

７ 事業の主たる対象者 特定なし

８ 指定の年月日 令和５年１

月１日

◎世田谷区告示第４号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

19条の９第１項及び第59条の４第１項の規

定により指定小児慢性特定疾病医療機関を

指定したので、同法第19条の19第１号及び

第59条の４第１項の規定により別紙のとお

り告示する。

令和５年１月４日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第５号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

19条の10第１項及び第59条の４第１項の規

定による指定小児慢性特定疾病医療機関の

指定の更新をしたので、同法第19条の19第

１号及び第59条の４第１項の規定により別

紙のとおり告示する。

令和５年１月４日
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世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第６号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

19条の15の規定による指定小児慢性特定疾

病医療機関の指定の辞退があったので、同

法第19条の19第３号及び第59条の４第１項

の規定により別紙のとおり告示する。

令和５年１月４日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第７号

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第９条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定について別紙

のように告示する。

令和５年１月６日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第８号

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。

令和５年１月６日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第９号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

82条第２項の規定による指定居宅介護支援

事業の廃止の届出があったので、同法第85

条第２号の規定により告示する。

令和５年１月６日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 フジ介護支援セ

ンター

２ 事業所の所在地 東京都世田谷区

砧四丁目１番10

号

３ 事業者の名称 ＮＰＯ法人はぁ

と世田谷

４ 廃止届受理年月日 令和４年12月21

日

５ サービスの種類 居宅介護支援

◎世田谷区告示第10号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

78条の５第２項の規定による指定地域密着

型サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。

令和５年１月６日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 青春道場

２ 事業所の所在地 千葉県千葉市稲

毛区宮野木町17

22－147

３ 事業者の名称 株式会社アヴァ

ンス

４ 廃止届受理年月日 令和４年12月23

日

５ サービスの種類 地域密着型通所

介護

◎世田谷区告示第11号

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月10日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 指定番号

43－Ｄ294－02

２ 変更の区間

世田谷区砧五丁目143番54の内か

ら143番55まで

３ 変更の区域

延 長 18.12メートル

幅 員 0.59メートルから

0.61メートルまで

面 積 11.88平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月10日

◎世田谷区告示第12号

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき、区管理道路線の区域を

次のように変更する。

この関係図面は、令和５年１月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月10日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 指定番号

43－Ｄ294－03

２ 変更の区間

世田谷区砧五丁目143番54の内

３ 変更の区域

延 長 0.01メートル

幅 員 0.61メートル

面 積 0.06平方メートル

◎世田谷区告示第13号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月10日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

36－19

38－11

２ 変更の区間

世田谷区北沢三丁目597番43の内

世田谷区北沢三丁目597番41から

597番39まで

３ 変更の区域

面 積 1.00平方メートル

延 長 12.18メートル

幅 員 0.05メートルから

0.07メートルまで

面 積 0.76平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月10日

◎世田谷区告示第14号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

21条の５の20第３項及び第59条の４第１項

の規定による指定事項の変更の届出があっ

たので、世田谷区指定障害児通所支援事業

者及び指定障害児入所施設の指定等に関す

る規則（令和元年11月世田谷区規則第49号）

第７条第１項の規定により告示する。

令和５年１月10日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 （変更前）

ほわわ世田

谷

（変更後）

ほわわ花見

堂

２ 事業所の所在地 （変更前）

東京都世田

谷区瀬田二

丁目６番８

号

（変更後）

東京都世田

谷区代田一

丁目13番14

号

３ 申請者の名称 社会福祉法

人むそう

４ 変更年月日 令和４年９

月27日

５ 障害児通所支援の種類 児童発達支

援

◎世田谷区告示第15号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月11日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月11日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区三宿二丁目391番26から

391番28の内まで

３ 変更の区域

延 長 12.01メートル

幅 員 0.17メートル

面 積 2.10平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月11日

◎世田谷区告示第16号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月11日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月11日

令和５年２月20日 （第743号）
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世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

35－33

２ 変更の区間

世田谷区羽根木二丁目1838番７の

内

３ 変更の区域

延 長 11.61メートル

幅 員 0.18メートル

面 積 2.13平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月11日

◎世田谷区告示第17号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月11日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月11日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

36－５

２ 変更の区間

世田谷区砧一丁目345番78

３ 変更の区域

延 長 18.17メートル

幅 員 0.07メートルから

0.10メートルまで

面 積 1.57平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月11日

◎世田谷区告示第18号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

78条の５第２項及び第115条の15第２項の

規定による指定地域密着型サービス事業及

び指定地域密着型介護予防サービス事業の

廃止の届出があったので、同法第78条の11

第２号及び第115条の20第２号の規定によ

り告示する。

令和５年１月12日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 スマイル住まい

る走水

２ 事業所の所在地 神奈川県横須賀

市走水一丁目１

番６号

３ 事業者の名称 株式会社スマイ

ル

４ 廃止届受理年月日 令和４年12月27

日

５ サービスの種類 認知症対応型共

同生活介護及び

介護予防認知症

対応型共同生活

介護

◎世田谷区告示第19号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月13日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月13日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区上祖師谷二丁目252番12

３ 変更の区域

延 長 14.34メートル

幅 員 2.24メートルから

2.27メートルまで

面 積 34.08平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月13日

◎世田谷区告示第20号

平成19年９月６日世田谷区告示第643号

の一部を次のように訂正する。

令和５年１月16日

世田谷区長 保 坂 展 人

告示中「延長 16.73メートル」を

「延長 16.72メートル」に、「面積

15.09平方メートル」を「面積 15.10平

方メートル」に訂正する。

◎世田谷区告示第21号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

第２項の規定に基づき、特別区道路線の供

用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月16日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月16日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

36－５

36－５

36－５

28－１

２ 供用開始の区間

世田谷区北沢三丁目533番８の内

から532番２の内まで

世田谷区北沢三丁目538番２の内

から538番３の内まで

世田谷区北沢三丁目539番２の内

から538番２の内まで

世田谷区北沢三丁目529番８の内

３ 供用開始の区域

延 長 9.36メートル

幅 員 0.00メートルから

6.99メートルまで

面 積 28.92平方メートル

延 長 15.39メートル

幅 員 0.00メートルから

6.00メートルまで

面 積 96.97平方メートル

延 長 16.72メートル

幅 員 0.00メートルから

1.83メートルまで

面 積 15.10平方メートル

延 長 9.66メートル

幅 員 0.13メートルから

0.14メートルまで

面 積 1.34平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月16日

◎世田谷区告示第22号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月17日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月17日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区赤堤五丁目502番58の内

３ 変更の区域

延 長 17.24メートル

幅 員 0.19メートルから

0.21メートルまで

面 積 3.56平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月17日

◎世田谷区告示第23号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

78条の５第２項の規定による指定地域密着

型サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。

令和５年１月17日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 デイホームぶど

う園

２ 事業所の所在地 東京都三鷹市新

川一丁目11番18

号第３ハイム井

上

３ 事業者の名称 株式会社ぶどう

園

４ 廃止届受理年月日 令和５年１月11

日

５ サービスの種類 地域密着型通所

介護

◎世田谷区告示第24号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

78条の５第２項の規定による指定地域密着

型サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。

令和５年１月18日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 りはびり空間プ

レミア・ケア代

田橋店

２ 事業所の所在地 東京都杉並区和

泉一丁目38番12

号ドーミー方南

町１Ｆ

３ 事業者の名称 株式会社プレミ

ア・ケア

４ 廃止届受理年月日 令和５年１月４

日

５ サービスの種類 地域密着型通所

介護

◎世田谷区告示第25号

世田谷区みどりの基本条例（平成17年３

令和５年２月20日 （第743号）
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月世田谷区条例第13号）第13条第１項の規

定に基づく保存樹木等の指定の解除につい

て別紙のように告示する。

令和５年１月20日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第26号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月23日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月23日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区砧八丁目97番10の内から

97番７の内まで

３ 変更の区域

延 長 19.71メートル

幅 員 0.33メートルから

0.56メートルまで

面 積 9.81平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月23日

◎世田谷区告示第27号

介護保険法（平成９年法律第123号）第

78条の５第２項の規定による指定地域密着

型サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。

令和５年１月24日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 事業所の名称 ブリッジライフ

不動前

２ 事業所の所在地 東京都目黒区下

目黒四丁目18番

５号

３ 事業者の名称 株式会社ほっと

ステーション

４ 廃止届受理年月日 令和５年１月18

日

５ サービスの種類 地域密着型通所

介護

◎世田谷区告示第28号

車両制限令（昭和36年政令第265号）第

５条第１項の規定に基づき、自動車の交通

量が極めて少ないと認める特別区道を次の

とおり指定するので、車両の通行の許可の

手続等を定める省令（昭和36年建設省令第

28号）第５条第１項の規定により告示する。

この関係図面は、令和５年１月27日から

２週間世田谷区土木部土木計画調整課にお

いて一般の縦覧に供する。

令和５年１月27日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 路線名

特別区道

２ 指定区間

世田谷区赤堤四丁目19番先から世

田谷区赤堤四丁目15番先まで

３ 指定年月日

令和５年１月27日

◎世田谷区告示第29号

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 指定番号

13－Ｇ011

２ 変更の区間

世田谷区上馬一丁目566番７の内

３ 変更の区域

延 長 6.09メートル

幅 員 1.08メートル

面 積 6.61平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

◎世田谷区告示第30号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区代田三丁目497番３の内

３ 変更の区域

延 長 10.38メートル

幅 員 0.85メートルから

0.89メートルまで

面 積 9.12平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

◎世田谷区告示第31号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区新町二丁目272番２の内

から272番13の内まで

３ 変更の区域

延 長 3.68メートル

幅 員 0.00メートルから

0.63メートルまで

面 積 1.77平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

◎世田谷区告示第32号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

40－19

２ 変更の区間

世田谷区上野毛二丁目77番２の内

３ 変更の区域

延 長 14.47メートル

幅 員 0.10メートルから

0.15メートルまで

面 積 2.00平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

◎世田谷区告示第33号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

40－16

２ 変更の区間

世田谷区駒沢二丁目1034番164の

内

３ 変更の区域

延 長 8.59メートル

幅 員 0.05メートルから

0.07メートルまで

面 積 0.54平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

◎世田谷区告示第34号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月30日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区羽根木二丁目1812番８の

内から1811番５の内まで

３ 変更の区域

延 長 25.50メートル

幅 員 0.60メートルから

0.64メートルまで

面 積 16.09平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月30日

令和５年２月20日 （第743号）
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◎世田谷区告示第35号

子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号）第30条の11第１項の規定による子ど

も・子育て支援施設等の確認及び同法第58

条の６第１項の規定による子ども・子育て

支援施設等の確認の辞退について、同法第

58条の11の規定に基づき、別紙のとおり告

示する。

令和５年１月30日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

◎世田谷区告示第36号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月31日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

37－22

２ 変更の区間

世田谷区代沢三丁目190番55の内

世田谷区代沢三丁目190番55の内

から190番53まで

３ 変更の区域

延 長 12.87メートル

幅 員 0.46メートルから

0.49メートルまで

面 積 7.53平方メートル

延 長 18.98メートル

幅 員 0.14メートルから

0.29メートルまで

面 積 4.24平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月31日

◎世田谷区告示第37号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月31日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

28－１

２ 変更の区間

世田谷区桜新町二丁目31番12地先

無番

３ 変更の区域

延 長 15.56メートル

幅 員 2.50メートル

面 積 38.65平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月31日

◎世田谷区告示第38号

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第５条第２

項の規定に基づき、区管理道路線の一部を

次のように廃止する。

この関係図面は、令和５年１月31日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 指定番号

31－Ｇ049

２ 一部を廃止する起終点

（旧）世田谷区桜新町二丁目31番10

地先無番から31番12地先無番

まで

（新）世田谷区桜新町二丁目31番10

地先無番から31番１地先無番

まで

３ 廃止の期日

令和５年１月31日

◎世田谷区告示第39号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条

の規定に基づき、特別区道路線の区域を次

のように変更し、その供用を開始する。

この関係図面は、令和５年１月31日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 認定番号

33－55

２ 変更の区間

世田谷区豪徳寺一丁目2051番５

３ 変更の区域

面 積 1.00平方メートル

４ 供用開始の期日

令和５年１月31日

◎世田谷区告示第40号

世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第５条第２

項の規定に基づき、区管理道路線を次のよ

うに廃止する。

この関係図面は、令和５年１月31日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。

令和５年１月31日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 指定番号

11－Ｇ019

２ 廃止する起終点

世田谷区大原一丁目1269番18地先

無番

３ 廃止の期日

令和５年１月31日

公 告

◎世田谷区公告第１号

公開による意見の聴取の開催につい

て

建築基準法（昭和25年法律第201号）第

48条第３項ただし書の規定による許可申請

があったので、同条第15項の規定に基づき

次のように公開による意見の聴取（以下

「公聴会」という。）を行います。

利害関係のある方は、この公聴会におい

て意見を述べることができます。なお、意

見のある方で、当日に出席できない方は、

公聴会前日までに都市整備政策部建築調整

課へ意見の要旨を提出してください。

令和５年１月12日

世田谷区長 保 坂 展 人

１ 公聴会を行う日時

令和５年１月19日（木曜日）午後

２時00分から

２ 公聴会を行う場所

東京都世田谷区玉堤一丁目12番18

号

世田谷区立玉堤地区会館第２会議

室

３ 公聴会を行う理由

別紙の建築許可をするため

別紙省略

◎世田谷区公告第２号

屋外広告物法（昭和24年法律第189号）

第７条第４項の規定に基づき除却した屋外

広告物等を別紙のとおり保管しているので

公告する。

令和５年１月24日

世田谷区長 保 坂 展 人

別紙省略

規 則（教）

次に掲げる規則を公布する。

令和５年１月27日

世田谷区教育委員会

世田谷区教育委員会規則第１号

世田谷区立学校公文書管理規則の一部を

改正する規則

世田谷区教育委員会規則第２号

世田谷区立学校管理運営規則の一部を改

正する規則

世田谷区立学校公文書管理規則の一

部を改正する規則

世田谷区立学校公文書管理規則（令和３

年３月世田谷区教育委員会規則第５号）の

一部を次のように改正する。

第11条の見出し中「保存期間」の次に

「及び保存期間が満了したときの措置」を

加え、同条に次の１項を加える。

３ 校長は、選別基準に基づき、公文書の

保存期間が満了したときの措置をあらか

じめ定めなければならない。

第12条第１項第１号を次のように改める。

30年

第13条中「公文書（保存期間が１年未満

のものを除く。）」を「保存期間が１年以上

の公文書」に改め、同条を同条第２項とし、

同条に第１項として次の１項を加える。

保存期間が１年未満である公文書の保

存期間の計算は、当該公文書を職務上作

成し、又は取得した日から起算して１年

を超えない期間内において事務遂行上必

要な期間の終了する日までとする。

第14条を削る。

第15条の見出し中「廃棄前」を「保存期

間満了前」に改め、同条第１項第１号を次

のように改める。

フォルダ等の分類

令和５年２月20日 （第743号）
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第15条に次の１項を加える。

３ 前項の規定にかかわらず、保存期間が

１年未満のフォルダ等に係る目録の公表

は、当該フォルダ等に係る公文書の次条

の規定による移管又は廃棄をする日の１

月前までに、教育総務課長がこれを行う。

第15条を第14条とし、同条の次に次の１

条を加える。

（保存期間が満了した公文書の取扱い等）

第15条 校長は、公文書の保存期間が満了

したときは、当該公文書に係る第11条第

３項の規定による定めの適否を確認した

うえで、教育総務課長に引き渡し、又は

廃棄しなければならない。

２ 前項の規定により、教育総務課長が校

長から引渡しを受けた公文書について区

長への移管をする場合若しくは廃棄をす

る場合又は校長が公文書について廃棄を

する場合において、その移管又は廃棄に

ついては、条例第８条第２項の規定によ

る世田谷区公文書管理委員会（以下「委

員会」という。）からの意見聴取を経た

後でないと行うことができない。

３ 校長は、現年度の公文書（電磁的記録

を除く。次項において同じ。）で第11条

第３項の規定により廃棄の措置を採るべ

きこととしたもののうち、保存期間が１

年未満のものについて、当該措置の適否

を確認したうえで、適宜に廃棄しなけれ

ばならない。

４ 校長は、保存期間が１年以上の公文書

で当該保存期間を満了したもののうち、

第11条第３項の規定により廃棄の措置を

採るべきこととしたものについて、当該

措置の適否を確認したうえで、適当と認

めたものを教育総務課長に引き渡さなけ

ればならない。この場合における引渡し

の時期は、教育総務課長が別に定める。

５ 校長は、保存期間を満了した電磁的記

録のうち、第11条第３項の規定により廃

棄の措置を採るべきこととしたものにつ

いて、当該措置の適否を確認したうえで、

適当と認めたものを消去する。

６ 第３項から前項までの規定により廃棄

しようとする公文書のうち、委員会から

の意見聴取の結果、区長に移管すべきで

ある旨の意見が付されたものについては、

校長及び教育総務課長は、当該意見を尊

重し、区長に移管する必要があると認め

られるものについては、校長にあっては

教育総務課長に、教育総務課長にあって

は区政情報課長に引き渡さなければなら

ない。

第16条第１項中「校長は、第14条」を

「前条の規定にかかわらず、校長は、同条」

に、「決定」を「確認」に改め、同条第２

項中「長期の」を「10年を超える」に、

「引き続き保存をする必要がないと認めて

廃棄を決定した公文書については、これを

教育総務課長に引き渡さなければならない」

を「保存期間を見直すことができる」に改

め、同項後段を次のように改める。

この場合において、引き続き保存をす

る必要がないと認めた公文書については、

前条の規定により教育総務課長に引き渡

し、又は廃棄しなければならない。

第16条第３項を削る。

第17条第１項中「第14条第１項及び第２

項並びに」を「校長は、第15条第３項若し

くは第４項又は」に、「は焼却」を「にあっ

ては焼却」に、「は適正な」を「にあって

は適正な」に改め、同条第２項中「第14条

第３項」を「校長は、第15条第５項」に改

め、同条第３項中「第14条第２項及び」を

「校長は、第15条第４項又は」に改める。

第20条中「管理」の次に「及び特定重要

公文書の保存、利用等」を加える。

別表２の部中「（ファイルサーバに記録

された電磁的記録を除く。以下この項にお

いて同じ。）」を削り、同部（ の款イの項

を除く。）中「長期」を「30年」に改める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行し、令

和４年４月１日（以下「適用日」という。）

から適用する。

２ この規則による改正後の世田谷区立学

校公文書管理規則（以下「改正後の規則」

という。）第12条及び別表の規定は、適

用日以後に作成し、又は取得した公文書

（世田谷区公文書管理条例（令和２年３

月世田谷区条例第４号）第２条第２項に

規定する公文書をいう。以下同じ。）に

係る保存期間（世田谷区立学校公文書管

理規則第２条第１項第７号に規定する保

存期間をいう。以下同じ。）について適

用し、適用日前に作成し、又は取得した

公文書に係る保存期間については、なお

従前の例による。

３ 前項の規定にかかわらず、適用日前に

作成し、又は取得した公文書であって、

教育委員会により10年を超える保存期間

が定められているもののうち法令等によ

り保存期間の定めのあるもの以外のもの

に係る保存期間は、当該公文書を職務上

完結した日の属する会計年度の翌会計年

度の初めの日から起算して30年間とする。

４ 前項の規定により適用日前に保存期間

が満了することとなる公文書については、

適用日の前日を保存期間の満了する日と

みなす。この場合における改正後の規則

第14条第２項の規定の適用については、

同項中「フォルダ等の廃棄の１月前まで

に」とあるのは、「速やかに」とする。

世田谷区立学校管理運営規則の一部

を改正する規則

世田谷区立学校管理運営規則（昭和53年

９月世田谷区教育委員会規則第７号）の一

部を次のように改正する。

第38条第２項中「長期」を「30年」に改

める。

附 則

この規則は、公布の日から施行し、令和

４年４月１日から適用する。

訓 令 甲（教）

◎世田谷区教育委員会訓令甲第１号

教 育 委 員 会 事 務 局

世 田 谷 区 立 幼 稚 園

世 田 谷 区 立 小 学 校

世 田 谷 区 立 中 学 校

世田谷区立学校公文書管理規程（令和３

年３月世田谷区教育委員会訓令甲第２号）

の一部を次のように改正する。

令和５年１月27日

世田谷区教育委員会

第４条第１項中第８号を第９号とし、第

７号を第８号とし、第６号を第７号とし、

第５号の次に次の１号を加える。

重要公文書の評価選別に関すること。

第４条第２項中第５号を第６号とし、第

４号を第５号とし、第３号を第４号とし、

第２号の次に次の１号を加える。

重要公文書の評価選別に関すること。

第４条第３項に次の１号を加える。

重要公文書の評価選別に関すること。

第32条第２項中「使送」を「電子メール、

使送」に改める。

附 則

この訓令による改正後の世田谷区立学校

公文書管理規程の規定は、令和４年４月１

日から適用する。

告 示（農）

◎世田谷区農業委員会告示第１号

農業委員会等に関する法律（昭和26年法

律第88号）第27条第１項の規定に基づき、

第30回世田谷区農業委員会総会を次のとお

り開催する。

令和５年１月24日

世田谷区農業委員会会長

宍 戸 幸 男

１ 開催日時 令和５年１月30日（月）

午後３時00分

２ 開催場所 区役所第２庁舎第５委員

会室

３ 審議事項

第１号議案 農地法に基づく許可

申請について

第２号議案 農地法に基づく転用

届出について

第３号議案 その他の事項につい

て

告 示（監）

◎世田谷区監査委員告示第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199

条第１項、第２項及び第４項の規定により

実施した令和４年度定期監査の結果に関す

る報告を、同条第９項の規定に基づき、公

表する。

令和５年１月19日

世田谷区監査委員 田 中 文 子

同 中 根 秀 樹

同 上 島 義 盛

同 河 村 みどり

令和５年２月20日 （第743号）
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